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要旨

国土地理院では，各種測量や地図に使われている基準

点成果の見直し作業を進めている。見直し後の新しい成

果を「測地成果2000」と呼称している。

この「測地成果2000」の構築に際して，現在使用して

いる日本測地系の問題点の解決を目指している。

本稿は，近代測量が始まった明治時代から現在までの，

各種測量の基準となっている基準点(三角点，水準点等)

の歴史と現状についてまとめ，さらに，現状での問題点

及び歴史に起因する技術的な問題点について整理をした

ものである。

1 はじめ に

我が国における測地事業は，明治維新による近代政府

の誕生と共に始められた。明治4 年に工部省に測量司が

おかれ，組織的な土地調査と地図作成の機関となり，全

国的な三角測量に着手した。軍事上その他の理由で参謀

本部陸地測量部がこれらの測量事業を統合して実施する

事になり，1882年(明治15年) 頃から1916年( 大正5 年)

の間に国内の測量を完了させた。

戦後，測量法及び国土調査法が制定され，これにより

国家の測地座標系が体系づけられた。この体系は,「日

本測地系」と呼ばれ現在に至っている。

国土地理院では，西暦2000年を目途に「日本測地系」

の改訂を計画している。

ここでは，「日本測地系」の現状と問題点について述

べる。

2 測地系

測地系(測地基準系)とは，ある基準の基に測量を行っ

て，位置(水平位置及び高さ) の基準となる点( 基準点)

を国土全体に均等な密度で配置・構築した体系をいう。

我が国の測地系は，日本測地系(Tokyo Datum) と

呼ばれ，明治政府が全国の5 万分の1 地形図の作成を目

的に構築されたものであり，当時としては最高の技術で

測量された三角点，水準点の網で日本列島をおおった。

又，現在ではこれらの三角点や水準点を基準として公共

測量等により多数の基準点が設置されている。

この基準は，測量法で次のように規定され，現在用い

られている。

3 日本測地系 の歴 史と現状

1) 日本経緯度原点

日本経緯度原点は，明治の初年近代的大地測量の開始

表-1 測量法第11条

測量法第11条

1. 地球の形状及び大きさについては，ベッセル

の算出した次の値による。

長半径:6 ，377，397.155m

扁平度:1/299.152813

2. 位置は，地理学的経緯度及び平均海面からの

高さで表示する。但し，場合により直角座標又

は極座標で表示することができる。

3. 距離及び面積は，水平面上の値で表示する。

4. 測量の原点は，日本経緯度原点及び日本水準

原点とする。但し，離島の測量その他特別の事

情がある場合において，国土地理院の長の承認

を得たときは，この限りでない。

5. 前号の日本経緯度原点及び日本水準原点の地

点及び原点数値は，政令で定める。

測量法施行令第2 条

日本経緯度原点の地点及び原点数値は，次のと

おりとする。

地点 東京都港区麻布台2 丁目18番1 地内旧

東京天文台子午環の中心点

原点数値

経度 東経 139 °44’40”5020

緯度 北緯 35 °39’17”5148

原点方位角 156 °25’ 28”442

(旧東京天文台子午環の中心点において真北

を基準として右回りに測定した鹿野山一等三

角点の方位角)

2. 日本水準原点の地点及び原点数値は，次のと

おりとする。

地点 東京都千代田区永田町一丁目一番地内

水準点標石の水晶板の零分画線の中点

原点数値 東京湾平均海面上24.4140m



に伴って，原点が必要となり，東京麻布の旧海軍観象台

の構内に選定された。

1876年( 明治9 年) に緯度観測を行い，その後経度及

び方位角が観測され1885年( 明治18 年) に一応の観測が

終了した。緯度については，海軍中尉大伴兼行( 後に肝

付に改姓) の観測した結果を，経度については，アメリ

カ沿岸測地局のチットマン氏らの観測した値を子午環中

心に移し，一等三角測量を開始した。

その後，海軍水路部が，経度について，当時既に得ら

れていた，ウラジオストックとグァムからのそれぞれの

観測値を平均して求めた。その結果，1918年( 大正7 年)

9 月に文部省告示により， ＋10.405 秒が原点に補正され

た。この結果により，三角点の数値や地図の図郭が全て

変更された。

その後，1923 年( 大正12 年) の関東震災により，原点

の子午環が破壊されてしまったばかりか，周囲の基準点

相互の位置関係も懸念されたため，大規模な震災復興測

量を行なった。その結果，原点位置は不動とし，原点方

位角( 鹿野山一等三角点の方向角) を変更した。

2) 日本水準原点

我が国における高さの基準は，全国各地の主要河川の

河口に，主に治水の立場から設置された「量水標」の験

潮記録によって平均潮位を求め，それを基準面として測

量が行われていた。

1884年( 明治17年)6 月，一等水準測量の開始に伴い，

全国統一した基準面が必要となり，東京湾霊岸島量水標

の1873年( 明治6 年)6 月から1879年( 明治12年)12 月

までの内4 ヶ月間の欠測を除いた6 年3 ヶ月間の記録か

ら平均海水面を決定した。

1891年( 明治24年) には，現在の水準原点が建造され

た。標高の指標は，舟形石の軸端に埋め込まれた水晶板

の目盛り刻線によって与えられ，精密に水準測量が行わ

れ零目盛を24.500m に設定した。

1923年(大正12 年)に，油壷験潮場に於ける1900年( 明

治33年) から23年間の記録を用い測量した結果，原点数

値と比較したところ，僅か3mm の差であった。

その後，1923年(大正12 年) の関東震災の発生に伴い，

関東地方及び甲信地方で 一等水準網の点検測量を行うと

共に，油壷験潮場の験潮記録を用いて，原点の変動量を

推定したところ，-86mm が算出されたため陸地測量部

は，部命令により1928年( 昭和3 年)3 月31日に日本水

準原点の標高を現在の24.4140m に変更した。

3) 基線測量

一等三角網の辺長に絶対値を与え，かつ，その精度を

確保するため，1882 年( 明治15年) から1911年( 明治44

年) までに，全国ほぼ200km おきに14 ヵ所の基線場を

設置した。

測定に用いられたインバール製25m 基線尺の検定は5

m 標準尺により10μの精度で行なわれた。さらに，同標

準尺は，メートル副原器により1 μの精度で検定が実施

された。なお，基線測量の精度は表-3 のとおり，概ね

0.5ppm(10km で5mm の誤差) である。野外におけ

る測量で得られたこの精度は，他の科学技術分野では類

を見ない程
，
高精度なものであった。

写真-1 日本経緯度原点

写真-2 日本水準原点

表-2 全国基線場一覧表



4) 一等三角点

一等三角点の整備は，相模野基線1882年( 明治15年)，

三方原基線1883年( 明治16年) の測定完了とともに，明

治16年の武遠三角網を始めとして次々に全国の 一等三角

網の整備に着手し ，1915年( 大正4 年) に終了した。

この一等三角測量の結果は，当時既に自国の基準点整

備を完了していた測量先進諸外国の基準点精度( 三角形

の閉合差から求めた一角の標準偏差) に匹敵するもので

あった( 表-4 参照)。

写真-3 基 線測量風景

表-3 一等三角測量の精度

合計426 点 平均 ±0.66 秒

図-1 基線測量及び一等三角点網図



5) 二・三等三角点

一等三角測量網の中に配点密度を増やすため，二等，

さらに三等というように逐次三角網を整備していく手法

が採られ，二等三角測量は一等三角測量開始から1 年後

の1884年( 明治17年) に開始され，二等三角測量は1917

年( 大正6 年) に，三等三角測量は1920年( 大正9 年)

に全国の整備を終了した。

6) 四等三角点

陸地測量部時代の三角測量は，全国の5 万分の1 地形

図の作成を目的に構築されたものであったので，一辺の

平均距離4km ，配点密度が16km2 に2 点を標準として，

三等三角点までを設置した。この時代，四等三角点や五

等三角点が設置されてもこれらは散発的なものであり，

永久標識は設置されず，地形図作成のための補助点とし

て使用される程度であった。

1951年( 昭和26年) に国土調査法が制定され，地籍測

量が開始された。これに必要な基準点( 四等三角点) の

設置が全国で開始された。さらに，1961年( 昭和36年)

からは国土基本図事業に必要な四等三角点の設置も行わ

れた。

7) 一等水準点

一等水準点の整備は，1883年( 明治16年) に東京周辺

から開始され，第一回目の全国の観測が大正2 年に終了

した。その後も全国の繰り返し観測が行われ，1997年( 平

成9 年) には, 第8 回目の観測が終了した。また, 災害

復旧，火山・地震等地殻変動の把握及び地盤沈下調査等

のための地域的な観測も行われている。

表-4 当時の諸外国の一等三角測量の精度

写真-4 回照器(太陽光を鏡で反射させ観測点に送る装置)

表-5 二・三等三角点の精度

写真-5 三角測量観測風景

グラフ-1 四等三角点の設置推移

グラフ-2 四等三角点の設置累計



8) 二・三等水準点

二等水準測量は，当初，三角点に高さを与える目的で

行われ, 1906年( 明治39年) までは標石を埋標せず，標

杭や神社の石垣等が用いられた。1907年( 明治40年) か

ら埋標が行われるようになり，1940年( 昭和15年) まで

に284点が設置された。

戦後，国土調査，地殻変動調査，湖沼調査，土地利用

調査，国土基本図事業等が行われるようになり，三等水

準測量が新たに加わり，1998年( 平成10年度) 現在では

二等水準点約5800点，三等水準点約600点が全国に設置

されている。

9) その他の基準点

基本測量により設置した水平位置の成果を持った基準

点は，前述の三角点の他に準三等三角点，復興三角点，

多角点，小等三角点，公等三角点，標等三角点，五等三

角点，三等多角点等がある。内準三等三角点は，関東，

北海道地方の隠蔽地に設置され，樹上測標による前方交

会法によるもので精度的に劣っているが，三等三角点と

して登録されている。復興三角点は関東震災に伴い，新

設された三角点である。その他については，精度が劣る

こと，また設置の目的が終わっている。そのため，これ

らの基準点については順次廃点の手続きを進めている。

10) 公共測量により設置された基準点

公共測量による基準点は，測量法( 昭和24 年法律第

188号) の施行に伴い前述の基準点を利用して，国又は

地方公共団体が設置したものであり, 1988年(平成元年)

から1997年( 平成9 年) では，グラフ-3 の設置点数と

図-2 一等水準点路線図

写真-6 水準測量風景 グラフ-3 最近の公共基準点設置の推移



なっている。

4 日本測地系 の問題点

我が国の位置や高さの基準である三角点や水準点は，

国土地理院が整備する2 万5 千分の1 地形図を始めとし

た国の基本図の基礎になっているほか，地方公共団体が

作成する各種の地図，ダムや道路建設の公共土木工事の

ための測量，個人の権利に係わる土地の測量にその基準

を与えている。また，水路測量や各種法令・条約におけ

る経度・緯度による位置の表示の基準も，三角点や水準

点と同じ基準が用いられている。

しかし 整備開始以来100年以上が経過し 次のよう

な様々な問題が生じている。

1) 測地系のグローバル化

日本測地系の制定当時は，各国が独自に楕円体などの

原子を決めて測量を行って経緯度を求めた。前述のよう

に日本の測地系も当時の最新の楕円体を使っているが，

近年のGPS など地球規模のシステムを基礎とする位置

決定技術の急速な普及により，世界共通に使用できる経

緯度への早急な対応を迫られている。

また，GPS は測量ばかりではなく，位置情報を必要

とする多くの分野で用いられるようになっている。特に

船舶や航空機のナビゲーションの分野では，既にGPS

がその中核になっている。

船舶のナビゲーションでは，GPS が与える座標と海

図が一致することが重要なことから，IHO( 国際水路

機構) の技術決議によって，海図を世界標準で刊行すべ

きことを勧告している。また，航空ナビゲーションの分

野に於いても，航空関連施設の位置を世界標準で表すよ

うICAO( 国際民間航空機構) が勧告している。

一方，一般の測量でもGPS 衛星の軌道情報は，地球

重心系で提供されており，21世紀の位置情報がGPS を

中核として発展していくことが予想される状況において

は，ローカルな日本測地系から世界共通に利用できるよ

うな座標系への対応が必要である。

2) 測地系の精度

電子技術の進歩により，測量機器も目覚ましく発展し

た。特に1965年( 昭和40年) 代後半から使われたEDM

(光波測距儀) により10-6(10km の距離で1cm の誤

差に相当) の精度が可能になり，さらに，近年のGPS

により10-7(100km の距離で1cm の誤差に相当) 程度

の高精度な測量が容易にできるようになった。

これらの高精度測量は，今日の進んだ土木技術を支え，

大規模な公共建設工事に不可欠になっている。また，依

然として地価が高い水準にある都市部においては，トラ

ブルを回避するためにも土地の高精度測量が求められて

おり，多くの地方自治体では，これらの各種の用途に対

応できるように，広域に高精度な公共基準点網を整備す

る動きが続いている。

ところが，本来国家基準点に準拠することにより測量

の精度・信頼性が向上すべきものであるにもかかわら

ず，現行基準点体系は地図作成の基準を目的として，高

精度で構築されている。しかし，現行の基準点体系の精

度は，現代の測量の精度より低いことから，各地の自治

体が高精度の都市基準点網を整備する場合，測量結果が

国家基準点と整合せず，精度確保のため一部の三角点の

使用を避けるなどの処置を執らざるを得ない事態が生じ

るなど，深刻な問題になっている。

3) 測地系の維持管理

日本では，盛んな公共事業に代表されるように国土の

開発事業が活発に行われ，基準点の破損・亡失が各地で

多発し，位置座標成果を公開していながら現地で見つか

らない基準点があることが指摘されている。

国土地理院では標石調査を実施するとともに 公共測

量等により利用された基準点に関しては利用者の協力を

得て基準点の状況に関し情報収集に努めているが，十数

万点にのぼる国家基準点をきめ細かく管理することは，

非常に困難になっている。

4) 技術的な問題点

a) 日本経緯度原点

経緯度原点付近は，地球上の平均的な場所に較べ，近

くに日本海溝があるというような特異な地域に当たり，

地形，地殻構造に由来する鉛直線( 重力の方向) が傾い

ていることが判っている。ここでの天文観測により経緯

度原点の値を求めて準拠楕円体( ベッセル) を固定した

ため，地球全体で見て，例えば，地球重心系と較べ経度

で-10 秒前後，緯度で＋10秒前後の系統的な誤差を持っ

ている。

b) 準拠楕円体とジオイド

準拠楕円体は，地球の形状に最も良く整合している必

要がある。我が国では明治初頭から，ベッセルの算出し

た値を使用しているが，日本近傍において現実の形状(ジ

図-3 経度の差



オイド: 平均海水面を陸地部へ延長した仮定の面) とう

まく整合していないため，準拠楕円体とジオイドは，原

点を離れるにしたがって系統的に乖離が大きくなってい

き，結果として座標が日本海側にずれていくこととなっ

た。

また，経緯度原点から鹿野山一等三角点への方位角(原

方位角) についても，新しいデータと比較すると，全体

に反時計回りの系統差を持っている。

この誤差は，明治時代に行った観測が悪いのではなく，

原点において天文経緯度と測地経緯度を一致させたこ

と，準拠楕円体にベッセル楕円体を採用したことに起因

している。三角点の成果には，これらの歪みとして原点

から見ると北海道で南西へ8 ～9m ，九州では南側へ3

～4m もの誤差が累積している。

c) スケール誤差及び計算手法

当時は，長距離を直接に測定する技術がなかったため，

数km の基線を測定し，角度の測定だけにより，一等三

角点の距離にまで基線を増大して，基準点の位置を決定

した。このことは，距離を延ばすほど，誤差も増大する

こととなった。

また，計算手法も現在行っているような大型電子計算

機を使った，同時網平均計算ではなく，いくつかの地区

毎に分けて行う逐次計算法と呼ばれる手法を行ったた

め，地区境においては不整合が見られる箇所もある。

d) 地殻変動による不整合

我が国は世界有数の地震火山国である。日本測地系で

の成果の完成から80年以上経過して，累々と続く地殻変

動で，殆どの基準点が実際の位置とは違っていることが

推定される。

e) 改測による不整合

改測を行う理由には，①震災等による場合②高精度な

基準点の要望等があり，いずれも地域的に行われている

図-4 緯度の差

図-5 日本付近の楕円体の関係

図-6 日本測地系とジオイド

図-7 電子基準点が捉えた1 年間の地殻変動



ため，改測を行わない周囲の三角点との不整合が懸念さ

れる。

① 震災復旧測量

三角測量が進行中あるいは終了後に発生した大地震

によって，三角点が移動したと考えられた場合に行わ

れた測量である。この改測で，成果を改定した場合に，

移動が生じた範囲の推定や計算する上での不動点の選

定等の検討が必ずしも十分とはいえない。

震災等による改測の例は以下の通りである。

濃尾地震 ( 明治24年10月28日)

桜島地震 ( 大正3 年1 月12日)

関東地震 ( 大正12年9 月1 日)

北伊豆地震 ( 昭和2 年3 月7 日)

丹後地震 ( 昭和5 年11月26日)

鳥取地震 ( 昭和18年9 月10日)

南海道地震 ( 昭和21年12月21日)

福井地震 ( 昭和23年6 月28日)

新潟地震 ( 昭和39年6 月16日)

松代群発地震 ( 昭和40年8 月～ )

兵庫県南部地震 ( 平成7 年1 月17日)

② 二次基準点測量等

精密測地網測量は主に，1980年( 昭和55年) より大

都市及びその近郊の人口集中地域において実施してい

る。

背景には，開発による土地の急激な高騰に関連して

精度の向上が要求されたことや亡失している基準点が

集中していたことがあげられる。

このような，地方公共団体等の要望に応え，高精度

な基準点座標を与えるため，改測や改算，さらに二次

基準点測量で改測を行ってきている。

最近行われた成果更新の実例としては，首都圏( 横

浜地域)，新潟地域，阪神地域，北九州地域，首都圏

(東京都内地域)，京都地域，仙台地域等がある。

f) 高さの基準，水準点

水準点の高さは，地殻変動の調査や震災等の復旧のた

め，数次に渉り改測され以 下のとおり，改算が行われて

いる。

昭和28年( 中国，四国，中近，関東，北陸)

昭和31年( 東北南部)

昭和35年( 東北北部，北海道)

昭和38年( 九州)

昭和44年( 北海道を除く全国)

昭和47年( 北海道)

全国の一等水準点の改測は第8 回目が終了している。

そして，改測時に部分的な改算が行われているが，全国

を視野に入れた改算は1969年( 昭和44年) 以来，30年間

も行われていないため，継続的な変動や広範囲な変動に

は必ずしも対応していない。また，北海道では独立に平

均計算を行っているので，本州との連続性に欠けている。

さらに，水準点は三角点と比較して，その標高は格段

に精密であることは言うまでもないが，現状の成果は地

域的な重力の違いを考慮せず水準面が回転楕円体である

として計算した重力値( 標準重力) を用いて補正を行い

求められた標高( 正規正標高) である。厳密には，観測

した場所での重力値を用いて補正した標高( 正標高) に

する必要がある。

5 お わり に

以上が日本測地系の現状と問題点の報告である。

本稿の中で述べたように，測量界においては， 1965年

(昭和40年) 代後半から測距儀を始めとした高精度な機

器が登場し，一刻も早い基準点成果の高精度化が望まれ

ている。
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